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内部監査部門は難しい質問に対する回答を出さなければなりません。それは、長時
間を要するコンプライアンスへの貢献と、重要な情報をステークホルダーに提供す
ることのバランスです。まず、内部監査部門は、コンプライアンスや法規制対応につ
いて継続的に支援しなければなりません。これには、米国SOX法や日本の内部統制
報告制度に係る活動が含まれており、スコーピング、テスト、報告のプロセスが伴い
ます。一方、事業モデルの変化を迫られるような環境では、内部監査部門は組織横断
的な立場を生かして、ビジネスの助言者として、監査対象であるステークホルダーに
対して独自の知見や提言を提供することが求められています。
本稿では、内部監査の価値を高めるためにテクノロジーを利用した、工数削減、活動
の最適化、ソリューション構築と展開について解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

 

【ポイント】

－  先進的な内部監査部門では、コンプライアンス・プログラムや年間監査プ
ログラムにおける活動の一部または全部を自動化するなど、テクノロジー
の利用範囲を拡大している。

－  自動化の難しい分野においても、アプローチやツールセットの標準化によ
り、やりとりにかかる時間の大幅な短縮化や、監査対象の業務プロセスの
理解を深めることが可能になる。

－  コグニティブ・テクノロジーの進展や新たなデータ分析ツールの活用によ
り、従来、人間の能力や判断が必要であるとされていた分野・領域におい
てもリスク削減のための取組みが始められている。

－  このような最新テクノロジーの活用によって、内部監査部門はより重要な
課題に取り組む時間を確保することができる。

Micah Manquen
マイカ・マンケン



© 2018 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network of independent 
member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

経営 Topic②

経
営

2 KPMG Insight  Vol. 32   Sep. 2018

テクノロジー

I . はじめに
各企業がテクノロジーを業務プロセスの標準化、最適化、自動化

に生かしているのと同様に、先進的な内部監査部門では、コンプラ

イアンス分野とビジネスに対する助言分野の両方でテクノロジー

を使い始めています。ワークフロー・ツール、ロボティック・プロセ

ス・オートメーション（RPA）、セルフサービス型データビジュアラ

イゼーション、セルフサービス型データ分析ツール、先進的なコグ

ニティブサービスなどの最新テクノロジーは、次のような活動の支

援ツールとして機能します（図表1参照）。

II. 付加価値活動に係る手間の削減

先進的な内部監査部門では、そのコンプライアンス・プログラム

や年間監査プログラムにおける活動の一部または全部を自動化す

るなど、テクノロジーの利用範囲を拡大しています。自動化の「効

果」を見積ることで、付加価値の低い活動の中から自動化の対象を

識別することができます。コスト節減額、技術的実現可能性、開発

コスト見積などを考慮して、投資利益率を算出することで導入効果

を見積ります。

特に、ロボティック・プロセス・オートメーションでの最近の活用

事例を以下にご紹介します。

⃝  米国のある銀行では、米国SOX法に基づく統制テストのコスト

を20%削減することができた。

⃝  グローバル展開しているある自動車メーカーでは、子会社の米

国SOX法に基づく統制の不備や関連情報の収集に係る手間を

80%削減した。

⃝  米国のある金融サービス会社では、資産担保証券に関する公

的報告の、あまり複雑でない分析を自動化し、継続的モニタリ

ングを実現した。

先進的な内部監査部門は、自動化による直接的なコスト削減に

加え、次のようなメリットも享受しています。

⃝  テスト・アプローチの標準化により、内部統制評価における外

部監査人による活用が進んでいる。

⃝  リアルタイムベースの母集団全体の分析を自動化することで、

リスクカバレッジが広がった。

一方、多くの内部監査部門は、監査のための資料提出依頼の調整

や最新状況の報告など、往査作業での手間を削減するために、ワー

クフロー・ツールやコラボレーション・ツールに注目しています。た

だし、適用が難しいケースもまだ多くみられます。また、内部監査

業務とは別に発生する、プロジェクトの管理・調整のための間接コ

ストは膨大であり、定量化することも困難です。これらのツールを

評価するときは、次の要素も考慮に入れるべきです（図表2参照）。

ガバナンス、リスク、コンプライアンスに主眼を置く、内部監査専

用のテクノロジー・プラットフォームを利用することで、現在の業

務の流れを効率化することができます。ただし、内部監査業務以外

で既に利用されているツールを選ぶ内部監査部門もあります。そ

れは、導入初期の実装コストの削減、継続的に発生する保守の簡素

化、関係者の教育研修コストの削減などで、いくつかのメリットが

得られるからです。

米国のある銀行ではロボティック・プロセス・オートメーション
（RPA）とWebツールを利用して、1年間でSOXテスト費用を20％
削減しました。RPAがコスト効率よく証憑確認、テスト実施、さら
に調書作成まで実施しています。
社内・社外に多くのテスト実施者がいるため、手作業で用意して
いたスプレッドシートによる進捗報告をWebの進捗報告ツールに
置き換えました。この進捗報告ツールの導入により、プロセスオー
ナーやテスト実施者等の活動をリアルタイムに確認・指摘すること
ができ、結果として合計2,0 0 0時間以上の時間の節約に繋がりま
した。

|図表1　最新テクノロジーの生み出す効果

低付加価値
活動に係る

高付加価値
活動の

高度な
ソリューションの

工数削減 最適化と自動化 構築と展開

反復型の統制テスト、
コンプライアンスの
モニタリング、プロ
ジェクト管理活動等

不正や二重支払を発
見できる継続的な監
査／モニタリング・
プロセス等

外部のデータソース、
コグニティブサービ
ス、予測的分析の利
用により独自の見識
を提供

|図表2　ツールの評価において考慮すべき事項

内部監査部門のスタッフのコラボレーションや標準化の促進
（特に、スタッフが地理的に分散している場合）

業務、財務計画、リスク管理、コンプライアンス
にまたがる外部、および外部監査人とのコラボ
レーションや透明性の促進

反復的活動の自動化による
生産性の向上
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III.  高付加価値活動の標準化と 
自動化

先進的な内部監査部門では、監査対象の業務部門に対し高品質

の監査での指導性を発揮するために、継続的に投資をおこなって

います。リスク評価やデータ分析などの分野においては、完全自動

化が不可能なケースが多々ありますが、アプローチやツールセット

の標準化により、たとえば、応答時間が大幅に短縮化されたり、監

査対象の業務プロセスの理解を深めたりすることが可能になりま

す。

これには、以下の事例があります。

⃝  米国のある小売業者は、定量分析・定性分析のツールを利用す

ることで、リスク評価に係る手間を50%超も削減し、四半期ご

とのリスク評価を可能にした。社内外のデータを使って重要リ

スクに関する管理指標を算出する継続的な定量的分析を実施

し、さらに定性的な回答を集計するためにサーベイツールを利

用することを組み合わせて実現できた。

⃝  米国に本拠を置くヘルスケア企業では、自社の購買業務に関す

る不正の分析や二重支払に関して、定型化した監査手順を継

続的に実施することで、発生を回避できた。

⃝  ある多国籍企業では、日本の労働法の遵守についての分析や

ダッシュボードを人事管理機能に組み込み、継続的なモニタリ

ングを実現している。

特に購買業務は、包括的なダッシュボードの利用によるメリッ

トが生まれやすい業務プロセスです。この購買業務の監査でツー

ルを活用すると、世界各地の拠点を対象にデータ（購入注文、仕入

先、支払額等）を自動的に集計し、リスク評価、監査のスコーピン

グ、計画立案、フィールドワーク、報告、課題のフォローアップなど

の監査プロセスにおいて、監査人の要望に応じてダッシュボードに

表示することが可能になります。

ある多国籍企業の人事部門は、いわゆる「36協定」を含む日本の
労働法の遵守状況を監視する必要がありました。IT部門によるサ
ポートなしでも、実績分析と予測分析を提供するセルフサービス型
のデータ分析ツールがあれば、遵守状況についてインタラクティブ
なドリルダウンレポートで可視化することができました。コンプラ
イアンス状況を監視するだけでなく、メールによるアラートも発信
されます。さらに、モニタリングの結果は月に何度も更新され、重
要なメトリクスと予測の情報を責任者に提供しています。

IV.  高度なソリューションの 
構築と展開

付加価値の低い活動と高い活動の両方に標準化や自動化ツー

ルの適用を済ませた先進的な内部監査部門では、余裕が生じた 

リソースを活用して、自社組織のリスクをさらに低減するためのソ

リューションを追求し始めています。その取組みには、従来、人間

の能力や判断が必要であると結論づけられていた分野・領域を再

検討することも含まれています。

コグニティブ・テクノロジーの最近の発展を鑑みると、学習させ

る前の高度のコグニティブサービスを独自のユースケースに適用

することも可能です。たとえば、コンピュータービジョン技術（物体

検出、顔認識等）や自然言語処理は、クラウドベースのサービスや無

料のオープンソース・ライブラリーでも利用することができます。

たとえば次のような高度な機能についてもわずかな費用で実現す

ることができます。

⃝  米国に本拠を置くある小売業者は、物体検出機能を使って防

犯カメラの何千時間にも及ぶ映像を自動でチェックし、従業員

が店舗内の高価格品や高リスク商品のそばに立っていなかった

時点を特定している。

⃝  米国に本拠を置くある小売業者は、社内外のデータ（人口統計

や国勢調査のデータ等）を学習させた予測モデルを用いて、盗

難や在庫ロスが多く発生する場所を高い確度で特定している。

⃝  米国に本拠を置くある再販業者では、カスタマイズした「ウェブ

クローラー」や自動製品マッチングを活用して競合他社との製

品価格比較を継続的に実施している。

自然言語処理も、非構造化データを分析するための一般的な技

術です。従来のデータ分析では、契約書、保険証券その他の自由形

式のテキストの分析の際に制限・制約に直面しますが、自然言語処

理であれば、これらの文書内から重要な属性を特定し、その後の処

理に利用することができます。

新しいコグニティブサービスとオープンソースのソフトウェア・ライ
ブラリは、非構造化データに関しても費用対効果の高い分析を可
能にします。米国のある小売業者は、従業員に高付加価値の商品
を監視させて盗難を予防していましたが、物理的なコントロールに
苦労していました。人間を識別するように訓練された物体検出機
能を備えたシステムが自動で何千時間もの映像を確認するように
なり、監査担当者は、一部のセキュリティ映像を見直すだけで済
むようになりました。

データ分析は、構造化されたフレームワークと組み合わせて分

析するアプローチであり、監査プロセス全体を通じて持続可能かつ

繰り返し適用できる洞察を組み込むための一般的な方法です。内
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部監査では、ビジネス・インテリジェンスやレポーティング・シス

テムの導入などの事業活動での投資を内部監査での分析手続の基

礎として活用できることがあります。データ・ツール・人材・プロセ

スに対応する戦略と組み合わせることで、データ分析ツールはリス

クカバレッジを大幅に向上させるユニークな機会を提供します。こ

れには、より多くの部門、場所、ビジネスプロセスにわたる広範囲

のカバレッジ、さらには網羅性と期間のカバレッジが含まれます。

内部監査のデータ分析ツールは、次のような点から選択する必

要があります（図表3参照）。

V. まとめ

最新テクノロジーを活用することで、内部監査部門では、付加価

値の低い活動に係る手間の削減、高付加価値活動の最適化や自動

化、高度なソリューションの構築・展開が可能となります。それに

よって、内部監査部門はより難しい課題に取り組みやすくなりま

す。その課題とは、ビジネスモデルに影響するような急激な環境変

化に直面する経営に対して、リスクやコンプライアンスに十分に対

処するために貢献すること、さらにビジネスでの信頼できる助言者

としての役割を果たすことです（図表4参照）。

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
KPMGコンサルティング株式会社
マーケティング部
TEL：03-3548-5111（代表電話）
kc@jp.kpmg.com

|図表3　データ分析ツール選定のポイント

・ コスト（継続的保守コストまたは年間コスト等） 

・ 使い勝手の良さ、トレーニング、サポートの有無

・ 既存のITインフラ（ERPシステムなど）との連携や統合

・ 一般的な業務プロセスの手順のライブラリ

|図表4　リスクとコンプライアンスのカバー範囲

現在のリスク、
コンプライアンス関連の

カバー範囲

リスクとコンプライアンスの
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リスク評価の品質の向上
生産性の向上　
外部監査による依存度の増加
リスクカバレッジの拡大
コストの低減
より高品質かつ独自の知見
対応の早期化
ビジネス面の助言者になること
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